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１．江の川流域の概要
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流域の概要

■山陰と山陽を隔てる中国山地を貫流し、広島・島根の２県をまたぐ流域面積 3,900km2の中国地方最大
の河川で、別名「中国太郎」と呼ばれる。

■河口の狭小な沖積平野と上流盆地に人口資産が集中している。その間の中下流部の山間狭窄部には
河岸段丘に小集落が点在している。

江の川流域の土地利用割合

土地利用

■流域の土地利用は約94％が
山地、約5％が田畑等で宅地
等は1％である。

■人口資産は河口部の江津市
と上流三次盆地の三次市周
辺に集積している。

地形特性 ■三次盆地で同規模の川（江の川・馬洗川・西城川）が合流し、中下流の
山間狭窄部は洪水時に水位が 急上昇する。

■中流部は狭窄部であるため、洪水時に急激に水位が上昇し、高い堤
防が必要である。
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堤防整備率

中下流部

■中下流部の堤防整備率は上流部に比べて低い。
■中流部の狭窄部により、上流部の三次盆地は内水被害が多発している。
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江の川上流部流域
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流域面積（集水面積） 3,900km
2

幹川流路延長 194km

流域内人口 約18万人

想定氾濫区域面積 約105km
2

想定氾濫区域内人口 約5万人

出典：平成22年河川現況調査結果



２．これまでの主な洪水と既定計画

尾関山 約5,700m
3
/s

江津（川平） 約7,300m
3
/s

－
126戸

流量

家屋全半壊・一部損壊
家屋浸水

昭和20年9月（枕崎台風） （出典：広島県災異史 島根の気象百年）
被災家屋 1,330戸、死者1,239名 （S20は県下全域の被害）

昭和40年7月洪水 （出典：水害統計S20、S47を除く）
尾関山流量 4,800m3/s
全壊・半壊・流出家屋 100戸、浸水家屋 4,586戸 （S40以降は流域内の被害）

昭和47年7月（梅雨前線） （出典：昭和47年7月豪雨災害史）
尾関山流量 6,900m3/s 江津（川平）流量 10,200m3/s
家屋全半壊・一部破損 3,960戸、浸水家屋 14,063戸
死者 22名、行方不明者 6名

昭和49年3月 土師ダム竣工
昭和58年7月洪水（前線）

尾関山流量 4,600m3/s、江津（川平）流量 7,500m3/s
家屋全半壊・流失 206戸、浸水家屋 3,517戸
死者 5名、行方不明者 3名

平成11年6月洪水（前線）
尾関山流量 5,300m3/s、江津（川平）流量 6,300m3/s 浸水家屋 288戸

平成18年7月（梅雨前線）
尾関山流量 3,400m3/s、江津（川平）流量 6,700m3/s  浸水家屋：153戸

平成18年9月（台風）
尾関山流量 2,400m3/s、江津（川平）流量 3,200m3/s
家屋全半壊・流失 3戸、浸水家屋：253戸

平成18年11月 灰塚ダム竣工

平成22年7月（前線）
尾関山流量 3,700m3/s、江津（川平）流量 5,800m3/s  浸水家屋：57戸

平成30年7月（前線）
尾関山流量 6,400m3/s、江津（川平）流量 8,800m3/s  浸水家屋：550戸

令和２年7月（前線）
尾関山流量 5,700m3/s、江津（川平）流量 7,300m3/s  浸水家屋：126戸

令和３年８月（前線）
尾関山流量 3,500m3/s、江津（川平）流量 6,200m3/s  浸水家屋：619戸

被害の状況

昭和47年7月豪雨

・三次市街地をはじめ、

全川で甚大な被害

昭和58年7月洪水

・江の川中下流部の各所で

甚大な被害

平成30年７月豪雨

江の川における主な洪水と既定計画

平成19年11月 河川整備基本方針の策定
基準地点：尾関山（1/100年）、江津（1/100年）
基本高水のピーク流量：尾関山 10,200m3/s、江津 14,500m3/s
計画高水流量：尾関山 7,600m3/s、江津 10,700m3/s

昭和28年 直轄改修工事に着手
基準地点：尾関山 計画高水流量：5,800m3/s

昭和41年 工事実施基本計画の策定
(1級水系指定、直轄事業の着手)
基準地点：尾関山（1/80年）
基本高水のピーク流量：7,600m3/s
計画高水流量：5,800m3/s          ※既定計画（昭和28年）を踏襲

昭和48年 工事実施基本計画の改定
基準地点：尾関山（1/100年）、江津（1/100年）
基本高水のピーク流量：尾関山 10,200m3/s、江津 14,200m3/s
計画高水流量：尾関山 7,600m3/s、江津 10,700m3/s
※流域の社会的、経済的発展に鑑み計画規模を1/100とする 計画に改定

 昭和47年7月豪雨によって、馬洗川の左岸堤防が越水破堤するなど三次市街地をはじめ
とする江の川流域全域に戦後最大の被害をもたらした。

 昭和58年7月洪水、平成22年７月洪水、平成30年7月豪雨、令和２年７月豪雨等、浸水被
害が発生している。

 令和３年８月豪雨では、多治比川の右岸堤防が破堤するなど安芸髙田市街地をはじめと
する江の川上流部に甚大な浸水被害が発生した。

三次市十日市地区

江津市桜江町

三次市三次町

平成28年２月 河川整備計画の策定
基準地点：尾関山（1/40年）、江津（1/40年）
整備計画目標流量（洪水調節前）：尾関山 7,800m3/s、江津 11,100m3/s
整備計画目標流量（洪水調節後）：尾関山 6,800m3/s、江津 10,400m3/s

・江の川下流部を中心に、

全川で甚大な被害
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・江の川下流部を中
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３．「流域治水」の推進
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江の川水系流域治水プロジェクト【流域治水の具体的な取組】



４．江の川中下流における流域治水の取組

各地域の意向に沿った整備の進め方

説明会の開催

治⽔とまちづくり連携計画
（江の川中下流域マスタープラン）

の策定

速やかな事業実施と早期の完成

住民説明会の開催

各地区の個別設計計画の検討・提示
（治水・生活・生業・まちづくりのあら
ゆる観点を考慮した地区図面の作成）

地区別の事業計画決定

個別説明・用地交渉

国 県 市
町推進室が連携して実施
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アンケートの実施

住⺠の意向把握

【地区別計画策定に向けての方針】

 江の川沿川の早期の安全確保を目標に、各地区において最適な整備案を
提案

 治水対策を基本としたまちづくり計画を、生業や生活、災害時の避難等
様々な観点から提案

 現在事業中箇所については早期の完成を目指すと共に、近年の再度災害
防止のため、防災対策を強化

 アンケート調査や住民説明会により合意形成を図り、住民意見を踏まえた
上で、早期の治水整備・まちづくりを進める

 江の川は地形的特性による堤防整備の遅れている。一方、人口減少により、従来の治水対策による整備進捗も難しい。
 このため、江の川流域治水推進室（国土交通省中国地方整備局、島根県、江津市、川本町、美郷町、邑南町）が策定主体となり、あら

ゆる関係者の協働により将来世代まで住み続けられる江の川中下流域を目指す共通指針である『治水とまちづくり連携計画（江の川中
下流域マスタープラン）【第1版】』を令和4年3月30日に公表しました。

 『治水とまちづくり連携計画（江の川中下流域マスタープラン）【第1版】』では江の川中下流域としての方針及び将来像、河川整備とまち
づくりを関連付けた対策イメージを具体的にとりまとめました。本計画を礎として、河川整備とまちづくりの一体的な推進に向けて、地区
別の具体計画を立案します。

治水とまちづくり連携計画（江の川中下流域マスタープラン【第1版】）
策定及び事業実施までの流れ

【計画決定から事業まで】
治水とまちづくり連携計画

（江の川中下流域マスタープラン）の策定【国・県・市町】

将来世代まで住み続けられる地域を目指して

〇沿川の災害リスク、人口・経済等の分析

〇将来イメージの策定（全体、地区別、等）

〇地域住民の意向調査（将来の住まい方、転居希望の有無等）

〇実施手順や事業手法の検討等

〇地区別計画の将来イメージを具体化するため、集落や自治会単位で説明会、意
見交換会を実施

○住民の意向を把握するため、アンケート調査を実施

〇地区別の設計計画の検討、提示

まちづくりと一体の河川整備実施

地区別計画の立案【国・県・市町】
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江
津
市
の
取
り
組
み

美
郷
町
の
取
り
組
み

「治⽔とまちづくり連携計画」
主な治⽔対策実施地区

⾕地区の対策イメージ
（かさ上げによる宅地造成）

港地区の対策イメージ
（防災集団移転先の⾼台造成地）

⽥野地区 現地説明会

⻑良地区 ワークショップ

川
本
町
の
取
り
組
み 計画説明会 個別⾯談

各地区住⺠と話し合い、協議を重ねなが
ら、治⽔とまちづくり計画を策定、実施
各地区住⺠と話し合い、協議を重ねなが
ら、治⽔とまちづくり計画を策定、実施

４．江の川中下流における流域治水の取組
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6

５．江の川上流における取組

浸⽔対策重点地域緊急事業等【江の川⽔系多治⽐川】浸⽔対策重点地域緊急事業等【江の川⽔系多治⽐川】



６．特定都市河川浸水被害対策法の制度・施策等

7

貯留機能保全区域の指定

保全調整池の指定

下⽔道整備

排⽔ポンプの運
転調整

浸⽔被害防⽌区域の指定

⾬⽔貯留浸透施設の整備
移転等の促進

⾬⽔浸透阻害⾏為の
許可

河川改修・下⽔道等の
ハード整備

洪⽔・⾬⽔を⼀時的に貯留する機能を有する
農地等を指定できる
• 指定権者︓都道府県知事等
• 盛⼟等の⾏為の事前届出を義務化
• 届出内容に対し、必要に応じて助⾔・勧告
が可能

100m3以上の防災調整池を
保全調整池として指定できる
• 指定権者︓都道府県知事等
• 埋⽴等の⾏為の事前届出を
義務化

流域で⾬⽔を貯留・浸透させ、⽔害リスク
を減らすため、公共に加え、⺠間による⾬
⽔貯留浸透施設の設置を促進する
①⾬⽔貯留浸透施設整備計画の認定
都道府県知事等が認定することで、補
助⾦の拡充、税制優遇、公共による管理
ができる制度等を創設
• 対象︓⺠間事業者等
• 規模要件︓≧30m3（条例で0.1–
30m3の間で基準緩和が可能）

②国有財産の活⽤制度
国有地の無償貸付⼜は譲与ができる
• 対象︓地⽅公共団体

⽥畑等の⼟地が開発され、⾬⽔が地
下に浸透せず河川に直接流出すること
により⽔害リスクが⾼まることがないよう、
⼀定規模以上の開発について、貯留・
浸透対策を義務付ける

• 対象︓公共・⺠間による1,000㎡※

以上の⾬⽔浸透阻害⾏為
※条例で基準強化が可能

浸⽔被害が頻発し、住⺠等の⽣命・⾝体に著しい
危害が⽣じるおそれのある⼟地を指定できる
• 指定権者︓都道府県知事
• 都市計画法上の開発の原則禁⽌(⾃⼰⽤住宅除く)
• 住宅・要配慮者施設等の開発・建築
⾏為を許可制とすることで安全性を確保

流域⽔害対策計画に位置付けられた
メニューについて、整備を加速化する
• 河道掘削、堤防整備
• 遊⽔地、輪中堤の整備
• 排⽔機場の機能増強 等

保全調整池

貯留機能保全区域

校庭貯留

河川管理者による
⾬⽔貯留浸透施設

の整備

宅地内排⽔設備に
貯留浸透機能を付加

⾬⽔浸透阻害
⾏為の許可

浸⽔被害防⽌区域

浸⽔被害防⽌区域

河川改修

公園貯留
⾬⽔貯留浸透施設
整備計画の認定

他の地⽅公共団体の負担

⾬⽔貯留浸透施設の例

浸⽔被害被害防⽌区域における
居住誘導・住まいづくりの⼯夫のイメージ

貯留機能を有する⼟地のイメージ

居室

基準
水位

住宅・要配慮者施設等の
安全性を事前許可制とする

居室の床⾯が
基準⽔位以上

浸⽔被害防⽌区域

敷地の
嵩上げ

ピロティ等

移転

被災前に安全な⼟地への
移転を推進
（防災集団移転促進事業※ 等）



法的枠組み（特定都市河川制度）を活⽤した「流域治⽔」の本格的実践
【流域治⽔対策の⽅針】
○⽀川合流部や狭窄部等の⽔害リスクの⾼い地域を有する地形特性を踏まえ、
①流出抑制対策やまちづくりと⼀体となった河川整備・内⽔対策を集中的に実施
②流域の貯留機能を最⼤限に保全・活⽤
等により、特定都市河川流域全体の取組により、安全度を早期に向上させる

② 流域の貯留機能を最⼤限に保全・活⽤
・開⼝部等の貯留機能を発揮している⼟地を保全
・⽔⽥に降った⾬をゆっくりと排⽔する「⽥んぼダム」を推進
・流域内の既存ため池の治⽔活⽤を検討 等

① 流出抑制対策やまちづくりと⼀体となった河川整備・
内⽔対策を集中的に実施
・安芸⾼⽥市中⼼部を流れる多治⽐川等において、
開発等に伴う流出の抑制や⼟地利⽤規制等とあわせて実施する
ハード整備への予算を重点化

特定都市河川浸⽔被害対策推進事業等の活⽤

開発等に伴う流出増への対策の義務化
（⾬⽔浸透阻害⾏為の許可）

リスクの低い地域への居住誘導・住まい⽅の⼯夫
（浸⽔被害防⽌区域の指定）

貯留機能を有する⼟地への盛⼟等に対する勧告等
（貯留機能保全区域の指定、指定した⼟地の減税）

⾬⽔貯留浸透施設に対する補助率嵩上げ・減税
（補助率1/3→1/2,固定資産税1/6~1/2に軽減）

⽥んぼダムを実施している⽔⽥の排⽔イメージ
出典︓「⽥んぼダム」の⼿引き（R4.4）

江の川・多治⽐川の改修（安芸⾼⽥市吉⽥地区）

江の川

多治⽐川

⾬⽔貯留施設
（三次市願万地地区）

７．江の川上流部における特定都市河川指定
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A

A′

適⽤可能な制度



８．流域水害対策計画に定める事項について

9

 流域水害対策計画では、浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨等を踏まえ、流域分担（流域全体各々の対策が担う目標量）の検討

を行う。

 その上で、河道等の整備に加えて、流域における雨水貯留浸透対策や土地利用の方針（貯留機能を有する土地の保全、著しく危険

なエリアでの住宅等の安全性の確保）などの浸水被害防止・軽減対策を位置づける。

河川管理者主体 下水道管理者主体

河川、下水道管理者以外の者主体

一 計画期間

二 浸水被害対策の基本方針

三 都市浸水の発生を防ぐ
べき目標となる降雨

四 都市浸水想定

五 特定都市河川
の整備

六 河川管理者が
行う雨水貯留浸
透施設の整備

七 特定都市下水道
の整備

十 特定都市下水道
のポンプ施設の操
作

八 雨水貯留浸透施設の
整備その他雨水の一
時的な貯留、又は地下
への浸透

九 雨水貯留浸透施設整
備計画の認定に関する
基本的事項

十一 都市浸水想定の区
域における土地の利用

十二 貯留機能保全区域
又は浸水被害防止区域
の指定等

十三 被害の拡大を防止
するために必要な措置

流域分担の
検討



浸水範囲が縮小

緊急輸送路、避難時間の
確保、無事な帰宅、事業
継続など

浸水が解消

特定都市河川流域内において、河川整備に加え、
「貯留機能保全区域」の指定や「雨水貯留浸透施設」
の整備、「ため池の活用」等による貯留機能向上方策
を実施することで、浸水被害の防止・軽減を図る。

流域水害対策の
イメージ

貯留機能保全区域や浸

水被害防止区域に指定

・住家や避難所、公共機関、病院、事業所

の浸水による生命や財産の被害

・交通網の浸水による避難・緊急輸送路の

危険、支援物資や物流の途絶

９．「流域分担」の考え方について
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浸水範囲が縮小

浸水が解消

氾濫

＜現状＞ ＜対策後＞

流域
対策

河川
整備

 目標とする降雨の設定

 設定した目標降雨において生じる浸水被害の想定。

 浸水被害を解消・縮小させるために必要な対策を設

定する。

○目標に対する分担のイメージ

目標

現状

○対策検討モデルイメージ

11

９．「流域分担」の考え方について

本川及び支川での氾濫
状況を想定するための
降雨－流出シミュレー
ションモデルを構築する

モデル化



三次市米丸、船所地区

安芸高田市吉田地区

堤防整備

間伐実施前 間伐実施後

森林整備実施イメージ

出典：第3回江の川水系流域治水協議協議会資料

12

砂防堰堤の整備（広能川）

土師ダム

●効果的な河川等の整備を着実に実施し、流域の治水安全度を早期に向上させる。

●既存ダムを洪水調節に最大限活用するため、事前放流等により容量を確保するなどの取組を進める。
●森林整備、治山・砂防施設の整備により、雨水や土砂の流出を抑制する。

➀氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策（河川等の整備、森林整備、治山・砂防施設の整備）

多治比川の改修

江
の
川 167k4

167k8

多治比川

167k4

167k8

167k2

河川改修

10．「対策」の考え方について



➀氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策（雨水貯留浸透施設の整備・ため池の治水利用）

【特定都市河川流域内に位置するため池（R4.4時点）：1,131箇所】

●公共施設・用地等への雨水貯留浸透施設等の整備を積極的に推進するとともに、民間事業者等が開発に伴う防災
調整池や貯留施設等を設置する際には、さらなる貯留機能を付した雨水貯留浸透施設の整備を働きかけ、流域治
水整備事業や特定都市河川浸水被害対策推進事業補助を活用しながら整備の促進を図る。

●特別緑地保全地区の指定等を含め、流域内の浸透機能を有する緑地等の土地の保全を目指す。

●既に都市公園として活用されている等、流域内の国有地の流域対策としての活用を検討する。

●放流口の改修など既存ため池の一部改良を行い、ため池の治水利用を推進する。

貯留施設整備イメージ

（三次市三次町願万地）

13

10．「対策」の考え方について

凡例
：ため池
：特定都市河川（国管理）
：特定都市河川（県管理）
：特定都市河川流域
：行政界
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●貯留機能保全区域は、都市浸水想定の区域や、施設整備後においても堤防からの越水や無堤部からの溢水及び
内水等による浸水を許容する区域について、住家の立地状況等の周辺地の利用状況、水田等の土地利用状況を考
慮した上で、当該土地の所有者の同意を得て指定するものとする。

●浸水被害防止区域は、都市浸水想定の区域及び浸水リスク（浸水深等）、整備後の状況、リスクマップ（浸水範囲と
浸水頻度の関係をわかりやすく示した地図）等も参考として、現地の地盤の起伏、土地利用形態等を考慮した上で、
住民等の意向を十分踏まえて指定するものとする。

浸水被害防止区域の指定

➁被害対象を減少させるための対策（貯留機能保全区域・浸水被害防止区域）
10．「対策」の考え方について

貯留機能を
有する土地

貯留機能保全区域の指定
（土地の貯留機能を将来にわたって保全する区域）

【貯留機能保全区域のイメージ】

○ 住宅・要配慮者施設等の安全性を事前確認

－住宅（非自己）・要配慮者施設の土地の開発
行為について、土地の安全上必要な措置を講ずる

－住宅・要配慮者施設の建築行為について、
・居室の床面の高さが基準水位以上
・洪水等に対して安全な構造とする

浸水被害防止区域における安全措置
（特定都市河川浸水被害対策法） （防災集団移転促進事業）

○ 災害危険区域に加え、浸水被害防止
区域、地すべり防止区域、土砂災害
特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険
区域を追加

○ 最小移転戸数を１０戸→５戸に緩和

被災前に安全な土地への移転を推進

浸水被害防止区域

家屋の居室の高さを浸水が
想定される深さ以上に確保

移転

居室

基準
水位

ピロティ等

P

敷地の
嵩上げ 住宅団地

浸水被害防止区域から

被災前に安全な土地への移
転が可能となる

（がけ地近接等危険住宅移転事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域等を追加 ＜R4年度予算より＞

既存の住宅等の浸水対策（嵩上げ等）を支援

（災害危険区域等建築物防災改修等事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域を追加 ＜R4年度予算より＞
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③被害の軽減、早期復旧、復興のための対策

●計画を上回る降雨が発生し得ることも念頭に、被害の拡大を防止するための取組を関係者が連携して行う。
●Webツールを活用し、複数の関係首長間の情報共有を図り、早期に出水時の適切な体制を構築する。
●要配慮者利用施設における避難確保計画の作成、実施義務化されている避難訓練の徹底を図るとともに、助言・勧告

制度を活用し避難確保の実効性を高める。
●住民一人ひとりが洪水ハザードマップ等を活用し、地域の水害リスクの認識や避難に必要な情報・判断・行動を把握す

るためのマイ・タイムラインの作成を促進する。

リスクコミュニケーションの充実等

10．「対策」の考え方について

●ホットラインによる河川情報提供の充実
（ＷＥＢによる情報共有）

●要配慮者利用施設の避難計画作成の促進及び避難訓練の促進支援

●住民参加型の取り組みを促進

マイ・タイムラインの作成状況

※図及び写真はイメージ

※写真はイメージ

※写真はイメージ



大谷川

権現川

恵木谷川

岩屋寺谷川

P

馬洗川

⑤排水路の改良

⑥土地利用規制

②畠敷救急内水排水機場
ポンプ増強・燃料タンク増設

排水能力3.0m3/s⇒5.0m3/sへ増強

③支川の改良

④雨水貯留施設

①河道掘削・樹木伐採

P

市事業

国事業

県事業

市民ホール「きりり」から馬洗川方面をみた
平成30年7月豪雨時の様子

馬洗川

「対策」のイメージ
（三次市：畠敷・願万地地区の事例）

雨水貯留施設整備

浸水状況（H30.7洪水）

○浸水の多発地域において浸水被
害の防止・軽減を進めるため、関係
機関が共同し、河川・排水ポンプや貯
留施設を整備しつつ、土地利用規制
などのソフト対策を推進

■ 居室の床面の高さの制限イメージ
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10．「対策」の考え方について

：浸水範囲



11．江の川流域治水相談窓口の設置について

 江の川の特定都市河川指定に伴う流域治水対策を推進するため、三次河川国道事務所に「江の川流域治水相談
窓口」を設置しました。

 今後、雨水貯留浸透施設の整備やため池の治水利用、土地利用規制等、関係市町村等による流域治水の取り組
みに対して技術的支援を行います。
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令和4年7月25日 三次河川国道事務所 記者発表資料（一部加筆）


